
看護小規模多機能型居宅介護つむぎ　運営規程

（事業の目的）
第1条
この規程は看護小規模多機能型居宅介護つむぎ（以下「事業所」という。）の適正な運営を確保する為に必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、事業所の管理者、介護支援専門員及び従業者（以下「従業者」という。）が、要介護状態の利用者に対して、適切な看護小規模多機能型居宅介護サービスを提供するのを目的とする。
（運営の方針）
第2条　
1　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供に当たっては、「指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年厚生省令第37号）第59条に規定する訪問看護の基本方針及び「東広島市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成24年条例第34号）」第81条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて事業を実施する。
2　利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことが出来るように配慮して、療養生活を支援し、心身機能の維持回復を行う。心身の特性を踏まえて、自立した日常生活が営むことが出来るよう、通いを中心として、訪問、宿泊、訪問看護を組み合わせて、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排泄、食事等の日常生活上のお世話及び訪問看護による体調管理を行う。
3　利用者の要介護状態の軽減、若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行う。
4　利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。
5　事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。
6　事業の実施に当たっては、訪問看護ステーションぬくもりと一体的に運用し、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、地域包括センター、保険医療サービス及び福祉サービスを提供する者、地域住民との連携に努める。
7　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、主治医への情報提供を行うものとする。
8　前7項の他、基準条例に定める内容（以下「条例基準」という。）を遵守し、事業を実施する。

（事業の運営）
第3条　
看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供に当たっては、事業所の従業者によっての
み行うものとし、第三者への委託は行わない。
（事業所の名称等）
第4条　
事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。
　(1)　名　称　看護小規模多機能型居宅介護つむぎ
　(2)　所在地　東広島市八本松町飯田525-3
(3)　電　話　082-430-4410
（従業者の職種、員数及び職務の内容）
第5条　
　　事業所における従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。
1　管理者　1名　（常勤職員、看護師と兼務）
　　管理者は、従業者の管理、看護小規模多機能型居宅介護サービスの利用の申し込みに
　　係る調整、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行うとともに、法令等に
おいて規定されている事業の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項につ
いて、指揮命令を行う。
2　介護支援専門員　1名以上（常勤職員）
　介護支援専門員は、利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービス
が提供されるよう、介護計画を作成するとともに、看護小規模多機能型居宅介護サービスの利用に関する市町村への届け出、地域包括支援センターや居宅介護サービス事業所所等の他の関係機関との連携、調整等を行う。
3　介護従業者
1 介護職員　14名以上
　介護職員は、利用者の心身の状況等を的確に把握し、利用者に対して必要な介護及び
　世話、支援を行う。
2 看護職員　5名以上
　常勤の看護師は主治医の指示に基づき適切な看護サービスが行われるよう、主治医と
の連絡調整、看護サービスの提供を担当する看護職員の監督等を行うとともに、介護
計画に沿った介護サービスの実施状況を把握し、看護小規模多機能型居宅介護計画（以
下「介護計画」という。）及び看護小規模多機能型居宅介護報告書（以下「サービス報
告書」という）に関し、指導、助言等必要な管理を行う。
　　看護職員は、主治医の指示が位置付けられた介護計画に基づき、看護サービスの提供を行うとともに、利用者の健康状態を把握し、主治医や協力医療機関との連携を行う。
（営業日及び営業時間）
第6条　
事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。
(1）営業日　　　365日　　
(2）営業時間　　通いサービス　基本時間　　9時30分から16時まで
　　　　　　　　　宿泊サービス　基本時間　　16時から9時30分まで
　　　　　　　　　訪問サービス　24時間
　　　　　　（上記サービスについては利用者のケアプランで必要時変更可能とする）
（登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員）
第7条　
1　事業所の登録定員は29名とする。
2　事業所の通いサービスの利用定員は18名とする。
3　事業所の宿泊サービスの利用定員は9名
（看護小規模多機能型居宅介護サービスの内容）
第8条　
看護小規模多機能型居宅介護サービスの内容は、次のとおりとする。
1　サービス計画の作成
2　介護計画の作成
3　通いサービス
　　利用者を事業所において、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や支援、生活リハビリを提供する。サービス提供に当たっては、可能な限り利用者と従業者が共同で行うように努めるものとする。
ア　日常生活動作に関する支援
日常生活動作の能力に応じて必要な援助を行う。
①　移動の介護
②　養護（静養）
③　その他必要な介護
　イ　健康のチェック
　　　血圧測定、利用者の全身状態の把握等を行う。
　ウ　機能訓練
　　　利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する為の訓練及び利用者の心　　
　　　身の活性化を図る為の各種訓練を行う。
　　　①　生活リハビリ
　　　②　レクリエーション
　　　③　グループ活動
　　　④　行事活動
　　　⑤　園芸活動
　　　⑥　趣味活動
　　　⑦　地域活動への参加
　エ　食事介助
　　　①　食事の提供
　　　②　食事の準備・片付け
　　　③　食事摂取の介助
　　　④　その他必要な食事の介助
　オ　入浴介助
　　　①　入浴又は清拭
　　　②　衣類の脱着、身体の清拭、洗髪、洗身の介助
　　　③　その他必要な入浴の介助
　カ　排泄介助
　　　利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うとともに、排泄の自立についても適切　　　　　　
　　　な援助を行う。
　キ　送迎支援
　　　利用者の希望により、利用者の自宅と事業者間の送迎を行う。
4　訪問サービス
ア　介護サービス
　　利用者と居宅を訪問して次の介護サービスを行う。サービスに当たっては、可能な限り利用者と従業者が共同で行うように努めるものとする。
　　①　入浴、排泄、食事、清拭、体位変換等の身体介護
　　②　調理、住居の掃除、生活必需品の買い物等の生活援助
　　③　安否確認、見守り
イ　看護サービス
　　利用者に対して次の療養上の世話又は、必要な診療の補助を行う。
　　①　病状・障害の観察
　　②　清拭・洗髪等による清潔の保持
　　③　食事および排泄等日常生活の世話
　　④　床ずれの予防・処置
　　⑤　リハビリテーション
　　⑥　ターミナルケア
　　⑦　認知症患者の看護
　　⑧　療養生活や介護方法の指導
　　⑨　カテーテル等の管理
　　⑩　その他医師の指示による医療処置

5　宿泊サービス
　　利用者を事業所に宿泊させ、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話を行う。サービスに当たっては、可能な限り利用者と従業者が共同で行うように努めるものとする。
6　相談、援助等
　　利用者又はその家族に対して日常生活における介護等に関する次の相談、援助等を行う。
ア　日常生活に関する相談、助言
イ　認知症有病者で有る利用者の家族に対する相談、助言
ウ　福祉用具の利用方法の相談、助言
エ　住宅改修に関する情報の提供
オ　医療系サービスの利用についての相談、助言
カ　日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続き
キ　家族や地域との交流支援
ク　その他必要な相談、助言
　（居宅サービス計画の作成）
第9条
　　介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護サービスのサービス提供開始時に、
1　「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」具体的取り組み方針に添って、居宅サービス計画を作成する。
2　介護支援専門員は、要介護状態の利用者に応じて作成した居宅サービス計画について、利用者及びその家族に対して、その内容について説明し文書により同意を得る。
3　介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、居宅サービス計画を利用者に交付する。
4　居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の心身及び家族の状況等を踏まえ、その解決すべき課題を適切に把握すると共に、利用者の日常生活全般を支援する観点から介護サービス以外の保険医療サービス及び福祉サービス、地域住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めてサービス計画に位置付けるように努めるものとする。更に作成後は実施状況の把握を行い、必要に応じてサービス計画の変更を行う。
（看護小規模多機能型居宅介護計画の作成）
第10条
1　介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供開始時に、利用者が住み慣れた地域で生活を継続する事が出来るよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問介護サービス、宿泊サービス及び訪問看護サービスを柔軟に組み合わせ、従業者と協議の上、援助の目標、目標を達成する為の具体的な介護及び介護サービス内容を記載した介護計画を作成する。
2　前項の介護計画のうちサービスに係る記載については、利用者の希望、主治医の指示、看護目標及び具体的なサービス内容等を含むものとし、看護職員との密接な連携を図り作成する。
3　介護支援専門員は、それぞれの利用者に応じて作成した介護計画について、利用者及びその家族に対して、その内容について説明し文書により同意を得る。
4　介護支援専門員は、介護計画を作成した際には介護計画を利用者に交付する。
5　事業者は主治医との連携を図り、適切な看護サービスを提供する為、第1項の介護計画を利用者の主治医に定期的に提出する。
6　介護計画の作成に当たっては、利用者の状態に応じた多様なサービスの提供及び利用に努め、更に作成後は実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行う。
（看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成）
第11条　
1　看護職員は、訪問を行った日、提供した看護内容、サービス提供結果等を記載したサービス報告書を作成する。
2　事業者は、主治医との連携を図り、適切な看護サービスを提供する為、前項のサービス報告を、利用者の主治医に定期的に提出する。
（利用料等）
第12条
1　事業者が提供する看護小規模多機能型居宅介護サービスの利用料は、介護報酬告示上の額とし、法定代理受領サービスで有る時は、その1割、2割又は３割の支払いを受けるものとする。なお、法定代理受領以外の利用料については介護報酬の告示の額とする。
2　次に掲げる項目については、別に利用料金の支払いを受ける。
（1） 宿泊に関する費用　1泊につき2，000円
（2）食費の提供に要する費用　朝食　350円、昼食　650円　おやつ代100円
　　　夕食代　650円
　　　※個別の嗜好品などについては実費
（3）食事に対してのキャンセル料
　　利用日の3日前、午前9時までに連絡頂いた場合は無料
　　利用日の3日前、午前9時までに連絡がなかった場合は規定金額徴収
（4）行事等に参加された場合は実費を徴収
（5）おむつ代　小パット30円/枚　　大パット50円/枚　　夜用スーパー80円/枚
　　　　　小パット1000円/袋　大パット1500円/袋　夜用スーパー2000円/袋
　　　　　リハビリパンツ　120円～150円/枚　　リハビリパンツ　2500円/袋
　　　　　テープ型紙おむつ120円～150円/枚　テープ型紙おむつ2200～2500円/袋
（6）衛生物品・処置に必要な物品は実費にて徴収
（7）開示に伴うコピー代　　10円～30円
　　（8）洗濯に関する費用　1月につき2,500円
　　　　　乾燥機使用料　1回につき100円
3　次条に定める通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問サービスを行う場合に要する交通費は、その実費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は通常の事業の実施地域を越えた地点から路程1ｋｍあたり40円とする。
4　次条に定める通常の事業実施地域以外の地域に居住する利用者に対して、送迎を行った場合の費用は、通常の事業実施地域を越えた地点から、路程1ｋｍあたり、40円とする。
5　前各号に掲げるものの他、看護小規模多機能型居宅介護サービスおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものにかかる費用であって、利用者が負担する事が適当と認められる費用につき、実費を徴収する。
6　前各項の利用等の支払いを受けたときは、利用料とその他の費用（個別の費用ごとに区分）について記載した領収書を交付する。
7　看護小規模多機能型居宅介護サービス提供の開始に際し、あらかじめ利用者又はその家族に対しサービス内容及び費用に関し事前に文書で説明した上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受ける事とする。
8　費用を変更する場合にはあらかじめ、前項と同様に利用者又はその家族に対し事前に文書で説明した上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受ける事とする。
9　法定代理受領サービスに該当しない看護小規模多機能型居宅介護サービスに係る利用料の支払いを受けた場合は、提供した看護小規模多機能型居宅介護サービスの内容、費用の額、その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付する。
（通常の事業の実施地域）
第13条　
1　通常の事業の実施地域は、東広島市の高屋町、八本松町、西条町、志和町、福富町、河内町、黒瀬町とする。
（サービスにあたっての留意事項）
第14条　
1　利用者及びその家族は看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供を受ける際には、医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当日の健康状態等を事業所の従業者に連絡し、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるように留意するものとする。
2　利用者は、事業所の従業者の指導により居宅生活の継続維持に努め、事業所においてサービスを利用する時は他の利用者との共同利用の秩序を保ち、相互の親睦に努めるものとする。
3　利用者は、事業所においてサービスを利用する時は、共同利用スペースの清潔、整頓、その他環境衛生に協力するものとする。
4　利用者は、サービス利用を新たに追加、変更又は中止する場合は、サービスの利用予定日の前日までに事業所に申し込むものとする。
5　事業所内の設備や器具は、本来の用法に従って利用する。これに反した利用により破損等が生じたときは、弁償して頂く場合がある。
6　他の利用者の迷惑になる行為は行わない。
7　所持金品は、自己の責任で管理する。
8　事業所内で他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動は行わない。
9　非常災害避難時は従業者の指示に従う。
10　喧嘩、口論等で他人に迷惑を及ぼしてはいけない
11　他の利用者の不利益となる情報を無断で漏らしてはいけない。
（感染症予防及び食中毒の予防及び蔓延防止・衛生管理に関する事項）
第15条
1　利用者が使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、常に衛生的な管理に努め、又は、衛生上必要な措置を講じる。
2　事業所において食中毒及び感染症の発生又はまん延しないように必要な措置を講じるものとし、必要に応じ保健所の助言、指導を求めるとともに密接な連携を保つものとする。（ＢＣＰ事業継続計画の感染症対応に準ずる）
3　事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。
4　感染症予防及び食中毒の予防及びまん延防止の為の指針を整備し必要に応じ見直し
　 を行う。
5　事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施する。
（緊急時等における対応方法）
第16条　
1　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供を行っているときに、利用者に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医や協力医療機関等に連絡する等の必要な措置を講じる。
　　2　利用者に対する看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供により事故が発生した場合は、東広島市、当該利用者の家族に連絡するとともに、必要な措置を講じる。
　　3　利用者に対する看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供により事故が発生した場合は、その事故の状況及び事故に際してとった処置について記録する。
　　4　事故が生じた際にはその原因を解明し、再発防止の対策を講じる。
　　5　利用者に対する看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。
　　（非常災害対策）
　　第17条
　　1　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供中に、天災その他の災害が、発生した場合、従業者は利用者の避難等適切な措置を講ずる。また、管理者は日常的に具体的な対処方法、避難経路及び協力機関等との連携方法を確認し、災害時には避難などの指揮をとる。
　　2　非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処する計画を作成し、（BCP事業継続計画に基づく）防災管理者又は非常災害についての責任者を定め、年2回定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。
（協力医療機関等）
　　第18条
1 事業所は、主治医との連携を基本としつつ、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めるものとする。
2 事業所は、あらかじめ、協力歯科医療連携機関を定めておくよう努めるものとする。
3 事業所は、サービス提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設・介護老人保健施設・病院等との間の連携及び支援の体制を整えるものとする。
　　（ハラスメント防止に関する事項）
　　第19条
　　1　職場における各種ハラスメントを防止する為、管理者を含め職員全員に、
遵守すべき事項及び雇用管理上の措置について、周知・啓発する。
[bookmark: _Hlk121843013]　　2　ハラスメント防止には
　　　（１）男女雇用機会均等法に基づく「セクシャルハラスメント」の防止
　　　（２）労働施策総合推進法に基づく「パワーハラスメント」の防止
　　　（３）育児・介護休業法に基づく「マタニティハラスメント」の防止がある。
　　3　ハラスメント防止の施策として、ハラスメント対策マニュアルを整備し職員に
　　　 対する研修を行いハラスメント防止の周知・徹底を行う。
　　4　職場でのハラスメント防止を推進し、ハラスメントゼロを実現・継続する為
　　　 監理者は相談窓口を設け、相談に対する対応を行うとともに、再発防止に向けた
　　　 措置を講ずる。
　　5　管理者は、パワーハラスメントが生じた場合、職場におけるパワーハラスメントが
　　　 あってはならない旨の指針及びその行為者については厳正に対処する旨の方針に
　　　 ついて、再度周知徹底を図るとともに、事案発生の原因分析等、適切な再発防止
　　　 策を講じなければならない。
（苦情処理）
第20条
1　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供に係る利用者又はその家族からの苦
情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措置を講じる。
2　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供に係る利用者又はその家族からの苦
情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録する。
3　事業所は苦情がサービスの質向上を図る上で重要な情報であるとの認識にたち、苦
情の内容を踏まえてサービスの質向上に向けた取り組みを行う。
　　4　事業所は、提供した看護小規模多機能型居宅サービスが他の居宅看護に関し、介護保険法（以下「法」という。）第23条又は法第78条の7の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市長村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び市長村が行う調査に協力するとともに、市長村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。
　　5　事業所は、提供した看護小規模多機能型居宅介護サービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。
（個人情報の保護）
第21条　
1　事業所は、利用者又はその家族の個人情報について、「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し適切な取り扱いに努める。
2　事業所が知り得た利用者又はその家族の個人情報については、事業所での介護
　サービスの提供以外の目的では原則利用しないものとし、サービス担当者会議等、外部への情報提供において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておくものとする。

（虐待防止、身体拘束防止の措置に関する事項）
第22条　
1　事業所は、利用者の人権の警護・虐待等の発生又は防止する為次の措置を講ずるものとする。
(1)　虐待を防止する為の従業者に対する研修の実施
(2)　利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備
(3)　その他虐待防止の為に必要な措置
2　事業所は、サービス提供中に、従業者及び養護者による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市町村に通報する。
3　虐待防止、身体拘束の適正化の為の対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を行う。
4　虐待防止、身体拘束の適正化の指針を整備し、必要に応じ見直しを行う。
5　上記措置を適切に実施する為の管理責任者及び担当者を置く。

　（身体拘束）
第23条　
1　事業者は、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行わない。ただし、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除く。
2　前項の規定による身体的拘束等を行う場合には、あらかじめ利用者の家族に、利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由、身体的拘束等の態様及び目的、身体的拘束等を行う時間、期間、解除の予定等の説明を行い、同意を文書で得た場合のみ、その条件及び期間内において最小限度の範囲内でのみ行うことができる。
3　前各項の規定による身体的拘束等を行う場合には、管理者及び計画作成担当者、介護従業者により検討会議等を行う。また、経過観察記録を整備し、身体的拘束等を解除することを目標に鋭意検討を行う。
　労働省が策定した「身体拘束ゼロへの手引き」を遵守し適正な取り扱いにより行うものとし、その実施状況を運営推進会議に報告する。
（地域との連携等）
第24条　
1　事業所が地域に密着し、地域に開かれたものにするために、運営推進会議を設置する。
2　運営推進会議の開催は、おおむね2ヶ月に1回以上とする。
3　運営推進会議のメンバーは、利用者、利用者家族、地域住民の代表者、東広島市の担当職員もしくは事業所が所在する地域を管轄する地域包括支援センターの職員、及び看護小規模多機能型居宅介護サービスについての知見を有する者とする。
4　会議の内容は、事業所のサービス内容の報告及び利用者に対して適切なサービスが行われているかの確認等とする。
5　運営推進会議の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表する。

（業務継続計画の策定等）
第25条
1　事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する看護小規模多機能型居宅介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。
2　事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するものとする。
3　事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。

（その他運営に関する重要事項）
第26条　
1　事業所は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務の執行体制についても検証、整備する。
（1）採用時研修　採用後１ヶ月以内
（2）継続研修　　随時
2　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者及びその家族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制その他の利用申込者のサービス選択に資すると認められる重要事項を記載した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得る。
3　事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用者に対し自ら適切な看護小規模多機能型居宅介護サービスを提供することが困難であると認めた場合は、他の指定看護小規模多機能型居宅介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じるものとする。
4　事業所は、看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定等の有無及び要介護認定等の期間を確かめるものとする。
5　事業所は、前項の被保険者証に、介護保険法第７３条第２項に規定する認定審査会の意見が記載されている時は、当該認定審査会意見に配慮して、事業を提供するものとする。　
6　看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供を受けている利用者が、正当な理由なしに看護小規模多機能型居宅介護サービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態等の程度を増進させたと認められるとき、あるいは、偽りその他の不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を関係市町村に通知するものとする。
7　事業所は、居宅介護支援事業所又はその従業者に対し、利用者にサービスを利用させる代償として金品その他の財産上の利益を供与しない。
8　事業所は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備する。
9　事業所は、看護小規模多機能型居宅介護サービスに関する記録を整備し、その完結の日から5年間保存するものとする。
10　この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は社会福祉法人ライフケア高砂と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。
（短期利用居宅介護サービス）
第27条
事業所は看護小規模多機能居宅介護事業所の登録数が当該指定看護小規模多機能居宅介護事業所の登録未満で、なおかつ登録者に対して看護小規模多機能居宅介護サービスの提供に支障がない場合は、指定居宅介護支援事業所の依頼により、7日間以内（利用者の日常生活上を行う家族等の疾病等やむを得ない事情がある場合は14日以内）の短期利用居宅介護サービスを提供するものとする。


附則
この規程は、令和7年2月1日から施行する



